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さらに詳しい情報はホームページをご覧ください  
https://www.hirosaki-u.ac.jp/information/koho/publication/summary.html 

教育研究組織の見直しについて～令和２年４月から～ 

学部/学部学生数 教職員数（うち常勤）

５学部　/　５,９３０名 ７研究科  / 修士 ４９０名 ３,１１１名（１,９５２名）

博士 ３６１名 教員1,４２１名（8９３名）

専門職 ３１名 職員1,６９０名（1,0５９名）

弘前大学への留学生 土地

２００名／２０国･地域 １,１４４,４１９㎡

附属病院診療科数

３４診療科

大学院/大学院生数

（文京町地区、学園町地区、
本町地区、富野町地区　他）

弘前大学からの留学生

６６名／１０国･地域

附属病院病床数

６４４床

本学の強み・特色を活かし社会の変化に対応できる教育研究組織づくりのため、医学部心理支援科学科

の設置と大学院研究科の再編を行います。 

学科新設となる医学部心理支援科学科は、公認心理師の養成を中心に、地域のリーダーとなる心理支

援人材の育成を目的としています。 

大学院研究科の再編は、地域共創科学研究科の新設と、従来の研究科の見直しを行います。地域共創科

学研究科は、文理融合型の教育研究によって地域の発展に寄与する人材育成を目的としています。研究

科の新設に伴い、人文社会科学研究科（修士課程）及び教育学研究科（専門職学位課程）は各 1 専攻に

改組します。 
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運営費交付金 学生納付金収入 附属病院収入 外部資金 補助金等 その他

(億円)

１．財務のポイント 

運営費交付金の中には、退職手当や授業料免除分などの特殊要因等が含まれており、これを除いても法人化以降

は減少傾向になっています。さらに、使途が特定されている機能強化経費が含まれており、それを除いた大学の裁

量で使用できる運営費交付金は毎年減少しています。 

また、最近では人事院勧告で給与の引上げが継続的に実施されています。本学では人事院勧告に準拠し、給与水

準を決定していることから、これによる影響額は、直近５年間で 3.0 億円（附属病院分除く）に達しており、財政

を圧迫している状況となっています。 

 

② 運営費交付金 

 
特殊要因等を除いた運営費交付金の推移 

 
人事院勧告に準じた給与改善の実施状況 

：使途が特定されていない運営費交付金 
：機能強化経費（使途が特定されている経費） 

① 弘前大学の収入全体 

大学全体の収入額は、平成 30 年度は４１０.０億円となっており、国立大学が法人化された平成 16 年度と比

較すると１０５.５億円増加しています。増加の大部分は附属病院の経営努力による附属病院収入の増収によるも

のです。 

また、教育・研究等に充てることのできる附属病院収入以外の収入については、受託研究や寄附金等の外部資金

の積極的な獲得により増加していますが、一方で運営費交付金等の国からの財政投入は減少となっています。 

※特殊要因等は、退職手当や授業料免除分など特殊な要因等に使用を限定されている経費です。 

3.0 億円増 

特殊要因等（※） 

※Ｈ24，25 年度の運営費交付金の減少は東日本大震災に伴う給与臨時特例法による減額措置によるものです。 

92.592.390.990.089.988.889.388.4
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③ 外部資金 

受託研究収入等は、全体的に継続して高い水準を維持していますが、平成 25 年度に採択された文部科学省の

革新的イノベーション創出プログラム「COI STREAM」(※)において、平成 29 年度に大幅な追加交付や２ヵ

年分の受入があったことで受入額が増加したのに対して、平成 30 年度では平年度化したことにより減少して

います。 

寄附金収入については、平成 27 年 7 月に「弘前大学基金」を創設し、企業訪問など積極的な寄附活動を行

っています。年度により受入額にばらつきがありますが、法人化以降、増加傾向となっています。 

設備整備に対する国からの予算措置が厳しい状況となっていることから、設備更新に係る予算確保が課題と

なっています。 
特に、理工系学部においては、学生の実験・実習で使用する設備、医学系学部においては、医学知識・技術

の習得に使用する設備などが必要となりますが、財源の安定的確保が難しい状況となっています。 

④ 教育用設備 

※「COI STREAM」は平成 25 年度～平成 27 年度までは、金額の一部が補助金で交付されており、補助金分は上記に含んでいません。 

平成 28 年度以降は全額受託研究で交付されています。 
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★H29年度は２ヵ年
分を受入れたため、
当該年度額は（）書き
にしております。 
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◆財務内容の改善 

平成 30 事業年度の主な取り組み 

コスト削減により生み出された財源の教育研究への活用  

平成 30 年度は、本学教員が起業したベンチャーへの有償譲渡及び相手企

業の申し出による出願前譲渡等の大口の有償譲渡が７件、約 630 万円の実

績があり、版権料・特許料収入が大幅増となったため、知的財産権活用率（※）

の増加に繋がりました。平成 30 年度の版権料・特許料収入は、対前年度比

で約 3.6 倍となっています。 

※ 知的財産権活用率…版権料・特許料収入÷（知的財産権保有額（期首）＋知的財産権保有額（期末））÷２ 

平成 28 年度に策定した「第 3 期中期目標」において、①外部資金・自己収入の増加、②経費の抑制、 

③資産の運用管理の改善の３つの観点から、財務内容の改善に関する目標を立て、全学を挙げて取り組んだ

結果、平成 30 年度では下記の特筆すべき成果がありました。 

 

◆COI 拠点の取り組み～第１回日本オープンイノベーション大賞で内閣総理大臣賞を受賞～ 

国立研究開発法人科学技術振興機構（JST）によ

る第二回中間評価の総合評価においては、５段階

ある評価ランクのうち最高の「S+」となり、前回

の「S」評価に引き続き、二期連続の最高評価を獲

得しました。 

これらの取組は、予兆法・予防法などを開発する

スキームを形成、経済効果など金額の効果のみな

らず、県民の健康への価値観のシフトにも大きく

貢献したこと等の内容が高く評価され、内閣府等

が創設した「第１回 日本オープンイノベーション

大賞」（平成 31 年３月）において、最高賞である

「内閣総理大臣賞」を受賞しました。 

短命県ワースト１位返上を目指して、平成 17 年から地域事業として実施している岩木健康増進プロジェクト

健診（大規模住民健診）に取組み、平成 25 年に革新的イノベーション創出プログラム（COI STREAM）事業

の採択を受けた事業を引き続き推進しています。 

平成 30 年７月、電力供給契約内容の見直しを

行い、契約対象をそれまで単年度契約していたそ

の他の団地等にも拡大させ、文京町団地及び本町

団地と一括して５年間の長期契約に変更したこと

で、2,700 万円の削減効果が得られました。 

削減額である 2,700 万円については、次年度

予算において同額を若手研究者の外部資金獲得に

向けた研究費の支援や、大学院生や外国人留学生

への修学支援、海外協定校との交流事業などの教

育研究における重点施策に対して配分していま

す。 

教員が起業したベンチャーへの有償譲渡等による知的財産権活用率の上昇  

 

教
育
研
究
の
充
実

若手研究者の科研費獲得
に向けた研究費の支援

海外協定校からの留学生への
授業料等免除

海外協定校の新規開拓や
海外研修プログラムの開発

目標値
70

百万円

目標値
70

百万円

目標値
80

百万円
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＋13百万円 ＋7百万円

+27
百万円

＋4百万円

83百万円 77百万円

第3期中期目標期間における
管理的経費のコスト削減計画

111百万円

累計＋51百万円

新規取組

電力料金契約見直し

全団地一括の長期契約
↓

契約単価の大幅な割引

Ｈ３０年度削減額

２７百万円

次年度予算で
同額を

教育研究へ

大学院生に対する
修学支援(入学料免除)

障害を抱える学生への
ケアサービス

累計 271百万円
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病気予備軍の方

健康ビッグデータと最新科学がもたらす“健康長寿社会”
－健康未来予測と最適予防・サポートシステムの実現－

疾病特定
早期治療へ

認知症発症後サポート

健康教育と予防

予防法の
実施

生活習慣 食事

運動
アンチ

エイジング
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アルゴリズム

Big Data

病気の予兆発見

新健康チェック･啓発プログラム(新型健診)

病気の早期発見と治療

Happiness!

QOL(生活の質)と生産性アップ

高齢者の健康増進 医療費の削減

－世界人類の健康づくりへ貢献する－
医療機関で
病気を確定診断

多様な企業が参画し
イノベーションを構築
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4.8 

2.0 

授業料等免除額は、国の方策として経済状況にかかわらず修学の機会が得られるよう授業料免除対象となる学

生が拡大されてきています。（授業料等免除相当額については国から運営費交付金により措置） 

また、本学においては、寄附金を使用した本学独自の授業料等免除も展開しています。 

主な本学独自の授業料等免除 

(1)弘前大学大学院振興基金 
大学院学生等に対する就学支援を図り、大学院等の振興に資することを目的とした免除。 
平成 30 年度においては、1,530 万円（85 人）の授業料免除を行いました。 

   
(2)海外協定校からの留学生に対する授業料等の免除 

海外協定校からの留学生に対し、本人の就学を支援するとともに本学と海外協定校との交流実績を高
め、本学の国際化の推進に資することを目的とした免除。 

平成 30 年度においては、授業料 1,430 万円（39 人）、入学料 390 万円（14 人）の免除を行いま
した。 

 
(3)弘前大学ゆめ応援プロジェクト 

弘前大学への入学を希望しているが、経済的理由により進学を諦めなければならない状況の学業優秀
者に対して、入学前に入学料免除を確約し、優秀な学生の進学を応援することを目的とした免除。 

平成 30 年度においては、850 万円（30 人）の入学料免除を行いました。   

◆授業料等免除 

◎H３０授業料等免除額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4 億７,７00 万円 

◎H３０授業料等免除者延べ人数 

1,195 人 

うち授業料免除 

入学料免除 

検定料免除 

うち授業料免除 

入学料免除 

検定料免除 

4 億 5,100 万円 

2,400 万円 

200 万円 

1,077 人 

89 人 

29 人 

◆地域創生本部の設置 

平成 30 年度は、自治体との包括

連携協定を新たに 2 件締結し、合

計 26 件となり、地域活性化の協働

体制を構築しています。 

このほか、むつ市・青森中央学院

大学と共同で設置した「むつサテラ

イトキャンパス」や深浦町と共同で

設置した「深浦エコサテライトキャ

ンパス」において、恵まれた自然や

魅力ある歴史・文化について、教員・

学生が現地に滞在して地域と交流

しながら学び、また地域課題へ対応

し、地域社会の発展に取り組む滞在

型学習や公開講座等の事業を推進

しています。 

平成 30 年 10 月、地域活性化の中核的拠点としての弘前大学の役割をさらに強化することを目的に、学内関係

組織との再編により、地域創生本部を新たに設置しました。学長を本部長に、また、すべての理事、学部長・研究

科長を構成員としており、全学を挙げて地域連携を推進する体制になっています。 
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２．財 務 指 標 

財務指標は、教育研究コスト等の「見える化」を図ることを目的に、財政状況や運営状況について客観的に表示し

たものであり、大学の活動状況を多面的に理解する上で有効に活用されるものです。 

傾向欄は、前年度と比較して変動率±2%以内の場合には  、これを超えて向上している場合には  、低下して

いる場合には  を付しています。 

平成 30 年度は、厳しい財政状況の中でも、自己収入の確保や経費削減等にも努め、全体としては昨年度から向上

又は維持している項目が多数を占めました。 

※「同規模大学」とは文部科学省による財務分析上の分類で、医科系学部とその他の学部で構成し、学生収容定員が

１万人未満、学部数が 10学部未満の以下の 25大学が該当します 

（弘前大学、秋田大学、山形大学、群馬大学、富山大学、金沢大学、福井大学、山梨大学、信州大学、岐阜大学、三重大学、鳥取大学、島根大学、

山口大学、徳島大学、香川大学、愛媛大学、高知大学、佐賀大学、長崎大学、熊本大学、大分大学、宮崎大学、鹿児島大学、琉球大学） 

平成29年度 平成30年度 傾向

流動比率
短期的な支払能力を示す指標
（高いほど良好）

流動資産÷流動負債 124.5% 128.5% 124.8%

自己資本比率
総資産における自己資本の割合
を示す指標
（高いほど良好）

自己資本÷（負債＋自己資本） 56.3% 58.8% 59.2%

人件費比率
業務費における人件費の割合を
示す指標
（低いほど良好）

人件費÷業務費 50.4% 48.6% 48.2%

一般管理費比率
業務費に占める一般管理費の割
合を示す指標
（低いほど良好）

一般管理費÷業務費 2.3% 2.4% 2.3%

外部資金比率
経常収益に占める外部資金の割
合を示す指標
（高いほど良好）

（受託研究収益＋共同研究収益
＋受託事業等収益
＋寄附金収益）
÷経常収益

5.6% 5.7% 5.4%

業務費対研究経費比率
業務活動のうち、研究に使用さ
れる経費の大きさを示す指標
（高いほど良好）

研究経費÷業務費 4.6% 3.9% 4.0%

業務費対教育経費比率
業務活動のうち、教育に使用さ
れる経費の大きさを示す指標
（高いほど良好）

教育経費÷業務費 4.4% 4.6% 4.5%

学生当教育経費（千円）
学生一人当たりの教育経費を示
す指標
（高いほど良好）

教育経費÷学生数 241千円 243千円 250千円

教員当研究経費（千円）
教員一人当たりの研究経費を示
す指標
（高いほど良好）

研究経費÷教員数 2,114千円 1,634千円 1,676千円

経常利益比率
経常収益に対する経常利益の割
合を示す指標
（高いほど良好）

経常利益÷経常収益 1.6% 2.1% 2.8%

診療経費比率

人件費を除く診療活動に要する
経費が病院収益に占める割合を
示す指標
（低いほど良好）

診療経費÷附属病院収益 66.1% 68.3% 68.3%

病床当附属病院収益
病床一床当たりの病院収益を示
す指標
（高いほど良好）

病院収益÷病床数 33,375千円 32,429千円 33,320千円

附属病院収入対長期借入
金返済率

現金ベースの附属病院収入に対
する借入金返済額の割合を示す
指標
（低いほど良好）

（長期借入金返済＋
財務・経営センター納付金）
÷附属病院収入（全体）

5.9% 6.9% 6.2%

指標名 指標説明 計算式
同規模大学

平成３０年度
平均値(※)

本学
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主 な 増 減 内 容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  

(百万円) (百万円)

29年度 30年度 増減 29年度 30年度 増減

61,439 60,981 △ 458 Ⅰ.固定負債 20,642 19,853 △ 789

60,417 60,079 △ 338 資産見返負債 11,157 10,660 △ 497

土地 19,641 19,639 △ 2 長期前受受託研究費等 210 236 26

建物 29,490 28,206 △ 1,284 長期借入金 8,042 6,809 △ 1,233

構築物 1,681 1,580 △ 101 引当金 475 544 69

工具器具備品 5,196 6,093 897 長期未払金 717 1,563 846

図書 4,330 4,345 15 その他 41 42 1

その他 79 216 137

61 53 △ 8 Ⅱ.流動負債 9,921 10,314 393

特許権 17 14 △ 3 運営費交付金債務 184 61 △ 123

ソフトウェア 39 31 △ 8 寄附金債務 2,441 2,555 114

その他 5 9 4 前受受託研究費等 849 752 △ 97

961 849 △ 112 前受金 406 397 △ 9

投資有価証券 959 848 △ 111 借入金 1,316 1,232 △ 84

その他 2 1 △ 1 未払金 4,412 4,921 509

賞与引当金 120 132 12

12,747 12,867 120 その他 192 264 72

6,908 7,039 131 30,563 30,167 △ 396

41 52 11

4,225 4,365 140 29年度 30年度 増減

313 311 △ 2 Ⅰ.資本金 25,532 25,532 0

37 36 △ 1 Ⅱ.資本剰余金 6,654 5,765 △ 889

医薬品及び診療材料 284 304 20 Ⅲ.利益剰余金 11,438 12,384 946

939 760 △ 179 43,624 43,682 58

74,187 73,848 △ 339 74,187 73,848 △ 339

たな卸資産

純資産合計その他

負債・純資産合計資産合計

未収附属病院収入

有価証券

資産の部 負債の部

Ⅰ.固定資産

1.有形固定資産

2.無形固定資産

3.投資その他の資産

純資産の部

Ⅱ.流動資産

負債合計現金及び預金

未収学生納付金収入

３．平成３０事業年度 財務諸表 

（単位未満を四捨五入して表示しているため、合計額が合わない場合があります。） 

 

 

 

 

 

 

）） 

Ⅰ．貸借対照表（資産・負債・純資産の状況）        【平成 3１年 3 月 31 日】 

資産の部

建物・構築物

増： 健康未来ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ新営工事　287百万円

減： 減価償却負担等 2,014百万円の減少

工具器具備品

増： リースによる医療機器等の取得 839百万円

医療機器の取得 513百万円

健康未来ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ新営に伴う研究機器等の整備 497百万円

減： 減価償却負担等 2,086百万円の減少

現金及び預金

増： 未払金、寄附金債務等の増 1,020百万円

負債の部

借入金

減： 約定償還による 1,443百万円の減少

前受受託研究費等

　増： 受託・共同研究費等の翌年度実施分の増　687百万円

寄附金債務

　増： 寄附金受入額の増　221百万円

資産の部

建物・構築物

増： 総合研究棟（人文社会科学系）改修工事 H31.1竣工　118百万円

（本町）電話交換機等更新工事　103百万円

（本町）臨床講義棟新営工事　H31.3竣工　96百万円

減： 減価償却負担等 1,963百万円の減少

工具器具備品

増： 病院情報管理システムのリース契約による取得　1,449百万円

ハイブリッド手術室システム導入による増　917百万円

医療機器の取得　289百万円

研究設備の取得　193百万円

減： 減価償却負担等 2,077百万円の減少

現金及び預金

増： 未払金、寄附金債務等の増 131百万円

負債の部

借入金（長期借入金+借入金）

減： 約定償還による 1,316百万円の減少

長期未払金

増： 病院管理情報システムの新規リース契約による増　1,087百万円の増加

寄附金債務

　増： 寄附金残高の増　114百万円

純資産の部

資本剰余金

増： 資産の取得額（施設費・目的積立金）　240百万円の増加

減： 損益外減価償却による減少 1,116百万円の減少

利益剰余金

増： 当期純利益 1,058百万円の増加

減： 目的積立金取崩額 111百万円の減少
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主 な 増 減 内 容 

  

Ⅱ．損益計算書（費用・収益の状況）  【平成３０年 4 月 1 日～平成 3１年 3 月 31 日】 

（単位未満を四捨五入して表示しているため、合計額が合わない場合があります。） 

 

 

 

 

 

 

）） 

当期総利益のうち、経営努力により生じた収支差である目的積立金は 419 百万円であり、残りは国立大学法人の会計処理上で発生する

形式的・観念的な利益になります。目的積立金は、翌年度以降の教育研究等の質の向上及び組織運営の改善に充てることとしています。 

(百万円) (百万円)

29年度 30年度 増減 29年度 30年度 増減

教育経費 1,666 1,701 35 運営費交付金収益 10,237 10,433 196

研究経費 1,466 1,520 54 授業料･入学金等収益 4,030 4,007 △ 23

診療経費 14,271 14,659 388 附属病院収益 20,884 21,458 574

教育研究支援経費 367 299 △ 68 外部資金収益 1,394 1,370 △ 24

受託研究･事業等経費 1,391 1,370 △ 21 施設費収益 8 32 24

人件費 18,117 18,189 72 補助金等収益 339 340 1

一般管理費 893 870 △ 23 寄附金収益 824 788 △ 36

財務費用 117 92 △ 25 資産見返負債戻入 942 896 △ 46

経常費用 38,288 38,700 412 その他収益 468 496 28

経常収益 39,124 39,820 696

臨時損益

臨時損失

増： 固定資産除却損 97百万円の計上

教育経費

1,701 (4%)
研究経費

1,520 (4%)

診療経費

14,659 

(38%)

教育研究支援経費

299 (1%)受託研究･事業等経費
1,370 (4%)

人件費

18,189 

(47%)

一般管理費

870 (2%)

財務費用

92 (1%)

経常費用

38,700百万円

運営費交付金収益

10,433 (26%)

授業料･入学金等収益

4,007 (10%)

附属病院収益

21,458 (54%)

外部資金収益

1,370 (4%)

施設費収益

32 (1%)

補助金等収益

340 (1%)

寄附金収益

788 (2%)

資産見返負債戻入

896 (2%) その他収益

496 (1%)

経常収益

39,820百万円

《当期総損益》 (百万円)

経常損益 837 1,119 282

臨時損益等 3 △ 62 △ 65

当期総利益 840 1,057 217

　うち目的積立金 448 419 △ 29

経常費用

診療経費

増： 附属病院収益の増に伴う　388百万円の増加

人件費

増： 退職手当の増　110百万円

附属病院医療職員等の増 65百万円の増加

H30人事院勧告に準拠した給与改定に伴う 60百万円の増加

学部改組・その他欠員補充等に伴う教員の増 48百万円の増加

減： 看護師退職給付引当金の算定方法の平年度化による減少 210百万円

非常勤職員の見直しによる減　31百万円

特任教授等不補充による減　31百万円

経常収益

運営費交付金収益

増：

法人運営活性化支援分の増　56百万円

附属病院収益

増： 外来化学療法の件数増による高額薬剤の使用増に伴う　282百万円の増加

高難度手術件数の増等による特定保険医療材料増加に伴う 140百万円の増加

特殊要因運営費交付金（退職手当＋117百万円、年俸制導入

促進費＋18百万円）の収益化額増加に伴う 135百万円の増加
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（百万円）

29年度 30年度 増減

業務費用 10,581 10,571 △ 10

(1)損益計算上の費用 38,361 38,825 464

(2)（控除）自己収入等 △ 27,780 △ 28,254 △ 474

損益外減価償却相当額　等 1,225 1,128 △ 97

引当外賞与・退職給付増加見積額 255 △ 656 △ 911

機会費用 14 1 △ 13

国立大学法人等業務実施コスト 12,077 11,043 △ 1,034

（百万円）

説明 29年度 30年度 増減

Ⅰ 業務活動による
　 キャッシュ･フロー

通常の業務活動（投資・財務活動以外）の取引に係る
収入と支出の差額

4,705 3,290 △ 1,415

Ⅱ 投資活動による
　 キャッシュ･フロー

資産の取得及び売却等の取引に係る収入と支出の差額 △ 1,765 △ 1,281 484

Ⅲ 財務活動による
　 キャッシュ･フロー

資金の調達及び返済の取引に係る収入と支出の差額 △ 1,920 △ 1,878 42

Ⅳ 資金増加額
当期中の現預金（拘束性のない手元現金･当座預金・普通預金）
増減額

1,020 131 △ 889

Ⅴ 資金期首残高 前期末現預金残高 5,888 6,908 1,020

Ⅵ 資金期末残高 当期末現預金残高 6,908 7,039 131

Ⅲ．キャッシュ・フロー計算書 【平成３０年４月 1 日 ～ 平成 3１年 3 月 31 日】 

キャッシュ・フロー計算書は、一会計期間における資金（キャッシュ）の流れ（フロー）に焦点を

当てて、業務活動・投資活動、財務活動の各々の目的別にどれだけ資金を投入したか（あるいは獲得

したか）を表示するものです。 

（単位未満を四捨五入して表示しているため、合計額が合わない場合があります。） 

 

 

 

 

 

 

）） 

Ⅳ．国立大学法人等業務実施コスト計算書 【平成３０年４月 1 日 ～ 平成 3１年 3 月 31 日】 

業務実施コスト計算書は、国立大学法人の業務運営に関して、納税者である国民の皆さまが負担し

たコストを表しており、国立大学法人独自の計算書です。 

（単位未満を四捨五入して表示しているため、合計額が合わない場合があります。） 

 

 

 

 

 

 

）） 
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４．弘前大学基金のご紹介 

弘前大学基金 

弘前大学基金は、大学の財政基盤の充実強化を図り、学生支

援、教育研究活動等の一層の充実を図ることを目的に平成 27

年 7 月に創設しました。 

本学では、本基金を有効に活用し、地域を志向した大学改革

を進め、地域活性化の中核的拠点としての本学の姿を確固たる

ものとし、イノベーション創出と人材育成を通じて本学の活動

成果を地域社会へ還元をすることを目指しています。 

基金の主な事業・目的 

弘前大学基金の寄附方法や税額控除等について WEB ページから確認いただけます。 

また、WEB ページから寄附の申込み手続きができます。詳しくは https://fund.hirosaki-u.ac.jp/ 

トヨペット未来の青森県応援事業 

 弘前大学基金「トヨペット未来の青森県応援事業

（奨学金）」を実施しました。青森県出身で青森県

内に就職を希望し、成績優秀かつ経済的な支援を要

する 4 名の学生に対し、給付型の奨学金を給付しま

した。 

 古本募金で集まった寄附金を用い、学生が自ら書店に出

向き図書館に置いてほしい本を選ぶ「Book Hunting」を

実施し、189 冊の新たな本が図書館に蔵書されました。 

Book Hunting 

1. 学生への支援事業         

2. 教育研究活動への支援事業     

3. 国際交流活動への支援事業       

4. 社会貢献活動への支援事業 

5. その他大学全体に対する支援事業 

6. 特定基金「弘前大学修学支援基金」 

基金による主な事業 

５．弘前大学の立地による地域への経済波及効果 

平成３０年度は、弘前大学の立地により、

青森県内において５１０億円、うち弘前市内

において3８４億円の経済波及効果が生じた

試算結果となっています。 

 

※ 経済波及効果は、｢教育・研究・診療活動（大学の物品購入等）｣、

｢教職員・学生の消費活動｣、｢その他の消費活動（受験生来訪時の

消費等）｣、｢施設整備活動｣の４つの視点から試算しています。 

（平成 21・22 年度の本学の経済波及効果を試算した｢(財)青森地域社会研

究所｣の算定方法を参考に本学が独自に算出したものです。） 

留学派遣学生への奨学支援 

 交換留学生として協定

校に派遣した学生２２名

に対し、留学費用を助成

しました。渡航前に助成

することで学生の負担を

より軽減することができ

ました。 

 学術的に著名な識者を本学に招き、学術講演会を開催し

ました。これにより学内教職員の研鑽意識を高めるととも

に、学生及び一般市民にレベルの高い学習機会を提供する

ことができました。 

名古屋大学教授 
ノーベル物理学賞受賞者 

天野 浩 氏 

「世界を照らす LED」 

H30.10.18 

学術講演会の開催 

0 100 200 300 400 500

384億円

510億円

弘前大学の立地による地域への経済波及効果

(平成30年度)

419億円

うち弘前市内 

青森県内 

(参考) 

弘前市りんご販売額 

「弘前市地域再生計画 H30 年度中間評価調書(H29 年産実績)」より 

平成３０年度推計 
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